次期府中市文化芸術推進計画策定支援業務委託に関する
公募型プロポーザル募集要項

１　目的
　　本市では、文化芸術基本法第７条の２第１項に基づき府中市文化芸術推進計画を策定し、各種取組を進めているが、現計画の計画期間が令和７年度をもって満了することから、国や東京都の動向、及び市内の団体による取組等の現状を踏まえた新たな計画を策定する。
２　業務概要

　(1)　業務件名
　　　次期府中市文化芸術推進計画策定支援業務委託（以下「本業務」という。）
　(2)　委託業務の内容

　　　別紙「次期府中市文化芸術推進計画策定支援業務委託仕様書」のとおり

　(3)　履行期間
　　　契約確定の日から令和８年３月３１日まで

　(4)　委託料上限額
８，８５３，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）
（年度内訳）
令和６年度　４，７００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）
令和７年度　４，１５３，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）

　　※　委託料上限額には、本件委託業務の実施に係る全ての費用を含む。

３　参加資格

　(1)　府中市契約事務規則第３４条に規定する指名競争入札参加資格を有すること。

　(2)　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。
　(3)　府中市業者指名停止基準による指名停止措置期間中の者でないこと。
　(4)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号の規定による暴力団員等の構成員を、役員、代理人、支配人その他を含め使用していない者であること、また、法人の役員又は使用人が、暴力団又は暴力団員等との関与があると認められないこと。
　(5)  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続中の者でないこと。
　(6)  本業務を円滑に遂行できるよう、安定的かつ健全な財政能力を有している者であること。

　(7)  国税及び地方税を滞納している者でないこと。
　(8)　提出した書類の記載事項に虚偽がないこと。
４　受注候補者決定までのスケジュール
　　募集要項の公表から受注候補者の決定までのスケジュールは次のとおりとする。
　　なお、日程は変更になることがある。
	項　目
	日　程

	募集要項等の公表
	令和６年４月２２日（月）

	募集要項の配布
	令和６年４月２２日（月）から
令和６年５月　９日（木）まで

	質問の受付
	令和６年４月２２日（月）から
令和６年４月２６日（金）まで

	質問の回答
	令和６年５月　２日（木）

	参加申込書の受付
	令和６年４月２２日（月）から
令和６年５月　９日（木）まで

	参加資格の有無の通知
	令和６年５月２７日（月）

	業務提案書の受付
	令和６年５月２７日（月）から
令和６年６月　７日（金）まで

	プレゼンテーションの実施
	令和６年６月中旬

	受注候補者決定
	令和６年６月中旬


５　募集及び選定方法
　　受注候補者の選定方法は、公募型プロポーザル方式とする。
　(1)　参加資格の審査
　　　参加申込書及び添付書類の提出により参加資格を審査し、要件を満たした事業者を参加者として選定する。
　(2)　プレゼンテーション
　　ア　選定方法

　　　　企画提案書を提出した事業者が行うプレゼンテーションにより、委員会の各委員は審査及び評価を行い、結果を採点表に基づき点数化する。その後、委員会において総得点最上位者を受注候補者として選定する。
　　　　なお、企画提案書提出事業者が多数であった場合は、提出済みの提案書の書類審査により、プレゼンテーション実施事業者の選定審査を実施する場合がある。
　　イ　評価内容

	評価項目
	評価の視点

	業務理解
	業務の理解度は十分か

	業務実績
	同種、類似計画等の策定実績はあるか

	提案内容
	業務の実施手順、内容は具体的で妥当か

	
	本市の文化芸術施策に関する現状や課題、特性等を十分把握しているか

	
	他市や国・都の事例を把握しているか

	コスト
	見積金額と業務内容が妥当か

	内部情報伝達
	リスク管理等、内部の意思疎通、連絡体制は妥当か

	その他
	多様性、共生社会の実現などの視点も取り入れられているか

	
	業務遂行に対する意欲、論理性、説得力等はあるか


６　受注候補者を選定するための評価基準
　　企画提案書、見積書、添付書類及びプレゼンテーションの内容等を評価項目ごとに点数化し、総合的な評価及び審査を行う。
７　募集要項等の配布

　(1)　募集要項及び参加申込書の配布方法

　　市ホームページからダウンロード

　(2)　配布期間

　　　令和６年４月２２日（月）から令和６年５月９日（木）まで

８　質問の受付及び回答

　(1)　提出期間

　　　令和６年４月２２日（月）から令和６年４月２６日（金）まで
　(2)　提出方法

      質疑書（様式第６号）を府中市文化スポーツ部文化生涯学習課へ電子メール（bunsin01@city.fuchu.tokyo.jp）で送付し、その旨を問合せ先の担当者まで電話にて連絡すること。なお、電子メール以外で提出された質問については、回答しないものとする。

　(3)　回答方法

質問の回答を集約し、令和６年５月２日（木）に市ホームページで公開するほか、質問のあった事業者全てに電子メールを送付する。
９　参加申込書及び添付書類の提出
　(1)　提出書類

　　ア　公募型プロポーザル方式への参加申込書（様式第３－１号）　１部
　　イ　事業者概要　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 ２部
　　ウ　業務実績表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
　　エ　業務実施体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
　　オ　業務予定者調書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
カ　財務諸表　(正本、直前決算のもの)　　　　　　　　　　　　１部
キ　応募事業者の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　　　　　　１部
（正本、発行後３か月以内のもの）

ク　法人事業税及び地方法人特別税の納税証明書　　　　　　　　１部
（正本、直前のもの）

ケ　法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書　　　　　　　　１部
（正本、直前のもの）

　(2)　提出期間

　　　令和６年４月２２日（月）から令和６年５月９日（木）まで
　(3)　提出方法

　　　府中市文化スポーツ部文化生涯学習課（東京都府中市寿町１－５　府中駅北第２庁舎４階）へ持参する。
　　　ただし、受付時間は平日の午前８時３０分から午後５時までとする。
　　　なお、提出に当たっては、事前に問合せ先の担当まで連絡すること。

10　参加資格の有無の通知
　　参加資格については、令和６年５月２７日（月）付けの書面にて通知する。
　　なお、この通知をした日の翌日から起算して７日（府中市の休日に関する条例（平成元年条例第１１号）第１条に規定する市の休日（以下「市の休日」という。）を含まない。）以内に、書面により、結果についての説明を求めることができる。

11　業務提案書及び見積書の提出

　(1)　提出書類
　　ア　業務提案書
　　　　正本（会社名記載）１部、副本（会社名なし）８部
　　　　なお、次の条件を満たすよう作成すること。
　　　(ｱ)　専門知識を有さない者にも理解できるよう配慮し、図表などを用いて見やすく作成する。
　　　(ｲ)　表紙、目次などを含め２０ページ以内とし、Ａ４判用紙に両面印刷し、簡易製本する。
　　　(ｳ)　表紙、目次などを含め２０ページ以内とし、Ａ４判用紙に両面印刷
　　　　　次の内容を必ず盛り込むこととする。
　　　　ａ　本業務に対する考え方
　　　　ｂ　業務遂行に当たっての総合的な視点、企画、提案等
　　　　ｃ　業務の実施方法、スケジュール等
　　　　ｄ　本業務に係る実施体制
　　　　ｅ　同種業務の実績
　　イ　見積書
　　　　正本（会社名記載）１部、副本（会社名なし）８部
　　　　なお、見積書には本業務に係る一切の経費を含むものとし、算出根拠を示した内訳書も添付すること。なお、見積書は委託料上限額の範囲内で提案すること。見積書、算出根拠を示した内訳書は任意様式とする。
　(2)　提出期間

　　　令和６年５月２７日（月）から令和６年６月７日（金）まで
　(3)　提出方法

府中市文化スポーツ部文化生涯学習課（東京都府中市寿町１－５　府中駅北第２庁舎４階）へ持参。ただし、受付時間は平日の午前８時３０分から午後５時までとする。
なお、提出に当たっては、事前に問合せ先の担当まで連絡すること。
　(4)　その他
　　　提案書及び見積書については、印刷物のほか、ＣＤでＰＤＦデータを提出すること。

12　プレゼンテーション及びヒアリング
　　業務提案書を提出した事業者によるプレゼンテーション及びヒアリングを行う。
　(1)　実施時期
　　　令和６年６月中旬
　(2)　出席者
４名以下

　(3)　時間
　　　１者４０分（プレゼンテーション２０分、ヒアリング２０分）
　(4)　その他

　　ア　プレゼンテーションは、非公開とし、日時等詳細については、別途通知する。

　　イ　プレゼンテーションは、提出した企画提案書のみを使用して行うこと。
　　　　なお、パワーポイントの使用は業務提案書に記載した内容に限る。
　　　　また、静止画のみ使用可能とし、動画や音声等の使用は認めない。
　　ウ　プレゼンテーションでパソコンを使用する場合は、各自持参すること。
　　　　なお、プロジェクター及びスクリーンは、発注者から貸与する。
　　エ　説明内容が、提出した提案書の範囲を逸脱していると選定委員会で判断した場合は、減点となる場合がある。

　　オ　プレゼンテーションは、公正を期すために、企業名が特定されないよう留意すること。

　　カ　原則として、提案書に記載した実施体制における管理責任者及び主たる業務担当予定者が（１事業者当たり３名以内）が出席し、提案説明及び質疑への回答を行うこと。
13　選定結果
　　選定の結果については、参加者全員に書面により通知する。
　　なお、不採用の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（市の休日を含まない。）以内に、書面により、不採用についての説明を求めることができる。
　　また、不採用の理由について説明を求められたときは、説明を求められた日の翌日から起算して１０日以内（市の休日を含まない。）に、書面により回答する。
14　失格
次のいずれかに該当する場合には、失格となることがある。
　(1)　提出資料等が本要項の提出方法や条件に適合しない場合
　(2)　虚偽の内容が記入されていることが明らかになった場合
　(3)　選定委員会委員に直接、間接を問わず連絡を求めた場合
　(4)　選定の公平性に影響を与える行為があったと認められる場合

　(5)　契約締結までの間に指名停止の措置や指名除外の措置を受けた場合

　(6)　その他、本要項に違反すると認められた場合

15　その他

　(1)　提出期限までに書類が提出されなかった場合には参加できない。

　(2)　提出期限後における書類の差替え及び再提出は認めない。

　(3)　参加に係る経費は参加者の負担とする。

　(4)　本提案に係る提出物については返却しない。ただし、市は、必要に応じて受託事業者の業務提案書等を議会等へ配付、市ホームページにおける公表ができることとする。

　(5)　提出された資料について、情報開示請求があった場合は、府中市情報公開条例に基づき、原則として公開の対象となる。
　　　なお、採用された事業者の資料については、市としてその内容を対外的に説明する必要があるため、公知とはいえない事業者独自のノウハウで、公開することで事業優位性が損なわれる情報等の不開示情報を除き、原則開示することとする。
　(6)　本提案に係る書類に虚偽の記載をした場合には、同書類を無効とし、指名停止を行うことがある。

　(7)　電子メール等の通信事故について、本市はいかなる責任も負わない。
　(8)　提案者の業務提案内容により協議の上、仕様書の変更を行うことがある。

　(9)　本提案により採用されたことをもって、提案した全ての内容の契約を保証するものではない。
16　問合せ先

　　府中市文化スポーツ部文化生涯学習課　（担当）三竹・中司
　　〒１８３－００５６　東京都府中市寿町１－５　府中駅北第２庁舎４階
　　電　話　０４２－３３５－４４６７（直通）

　　E-mail　bunsin01@city.fuchu.tokyo.jp
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